令和元年度第２回大阪府障がい者自立支援協議会地域支援推進部会
基盤整備促進ワーキンググループ議事概要
日　 時：令和元年７月５日（金）午後２時３０分～午後４時００分
場　 所：大阪府庁新別館北館１階　会議室兼防災活動スペース１
出席委員：狩俣委員、北村委員、小路委員、谷口委員（基盤WG長）、橋本委員、
東谷委員、古田委員〔五十音順〕
　
【議題１】施設入所者の地域移行について
♢委員意見等
· 提言のタイトルに「推進」を付け加えてほしい。
· 大阪府は第４次大阪府障がい者計画で「広がりと展開力のある地域移行」を掲げているが、この間地域移行が進んでいないのは、大阪府が地域移行の取り組みを市町村任せにしてきたからである。「提言にあたって」にその反省を記載すべき。
· 地域移行が進まなかった反省や原因を記載するのではなく、府の役割の検討が必要ではないかという意見があった、で留めておくべき。
· 複数の市町村が一度に入所施設を訪問する仕組みをつくってほしい。

· 「大阪府地域移行推進指針（平成20年3月策定）」の地域移行の基本的な考え方などの部分を参考資料として掲載できないか。
· 大阪府では、全国に比べて重度障がい者を受け入れているグループホームが多いことを記載してほしい。
· 家族への理解促進の取り組みとして、同じような障がいのある人が地域で暮らす様子を見てもらうことが有効ではないか。
· バリアフリーという表現は「段差解消」などのイメージが強いが、重度化・高齢化した障がい者が安全に安心して生活するためには、障がい特性に応じた環境整備や介助スペースの確保が必要であり、そういった表現も加えるべきではないか。
· 施設コンフリクトについては民間同士の問題とするのではなく、差別解消法に基づいて行政の積極的な関与も必要ではないか。
· 自らの意思で入所施設に入っている人はいない。そういった施設入所者に対して地域移行の働きかけを行うには、まずは施設職員がその意義を理解する必要がある。それが施設職員に伝わるような提言になるとよい。
· 地域移行支援サービスを開始するまでの準備の部分について、もう少し具体的に記載してはどうか。
· 地域移行支援は複数回の訪問が必要であり、訪問先が遠方であったりするので、事業所の負担が大きい。
· 地域移行を進めていくにあたって、外出体験（宿泊体験）が必須である。日中活動の空きスペースの他に地域生活の体験を進めるためにグループホーム、自立生活体験室を加えるとともに、公営住宅の空き部屋の活用などを検討できないか。
· 地域移行を進める中で家族の反対にあうことがあるが、地域移行することで家族に介護負担をかけるわけではないことを明確にすべきではないか。
· 提言３のタイトルは、一般相談支援事業所で行う地域移行支援のことなのか、入所施設で行う地域移行支援のことなのかわかりにくいため、「一般相談支援事業所の」と補足するなどしてはどうか。
· 「入所施設の相談支援専門員が地域で生活する障がい者の計画相談を行う」という表現があるが、施設職員に、「地域移行は相談支援専門員が行うもの」と誤解を与えかねない。表現に工夫が必要ではないか。
· 施設入所者が入所施設のある地域での暮らしを構築していることもあるので、施設所在地も含め、本人が住みたい地域での暮らしを支えることが重要ではないか。
【その他】地域生活支援拠点等の整備促進に向けて
　　事務局から前回の意見を反映し成案したことを報告

